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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

	 佐藤大介

　新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）の新規感染者数は、2020年3月下旬から増加し始め、4月
中旬にピークを迎えた後、新規感染者数は一時、1日あたり一桁台まで減少した（第1波）。その後、緊急事態宣
言の解除に伴い、再度、6月下旬から新規感染者数の増加がみられ、結果的に7～8月にかけて、第1波よりも多く
の患者数が発生した（第2波）。その後10月下旬から再び全国的に感染者が増加し、幅広い地域、幅広い年代層に
感染が広がり、千葉県においてもフェーズ4を経験した。次世代医療構想センターは2020年4月20日の臨時医療
施設設置に向けたキックオフMTG以前より、千葉県庁に全面的に協力し、千葉県新型コロナウイルス感染症対
策連絡会議専門部会へのオブザーバー参加を含めた新型コロナウイルス感染症対策に従事してきた。これらの成
果は千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会の「第2波以降に備えた医療提供体制の整備等に関
する議論の取りまとめ」でも公表されている。

　このような背景を踏まえ、本報告書は千葉県の政策医療分野である救急医療分野、周産期医療分野、小児医療
分野がCOVID-19によってどのような影響が生じたのかについて検討する。特に診療現場の観点から、COVID-19
への対応、通常診療への影響、医師確保や働き方改革への影響についてそれぞれ考察する。

　救急医療分野では、千葉市内の救急搬送患者の動向について、ちば消防共同指令センターの情報に基づき考察
した。第1波から第2波では、緊急事態宣言期間は、救急患者数は減少傾向であったが、解除後に救急要請件数が
増加した、さらに第3波では、COVID-19の重症患者の受入病床数を増床した結果、本来想定している緊急性を
要し且つ重症である患者の治療という役割を十分に果たせなくなっていた可能性が高い。このような考察から、
COVID-19の感染拡大に伴って本来の救命救急センターとしての役割の一部が失われるため、他の医療機関へ迅
速に転院するなどの千葉県全体としての検討が必要不可欠であることから、域外搬送率や収容先決定までの交渉
回数・救急隊の現場滞在時間の増加とその対応については引き続き調査が必要である。

　周産期医療分野では、周産期母子医療センターを中心にアンケート調査を実施し、手術件数、分娩数、妊婦健
診数等の診療への影響を調査した。特にCOVID-19を受け入れた医療機関と受け入れていない医療機関による業
務量の変化を考察した。周産期母子医療センターの役割がCOVID-19の妊婦に対応できるかどうかで変化し得る
可能性を示した。この変化は医師の業務量の変化に直結していることから、医師確保および医師の働き方改革な
らびに周産期医療分野を担う人材育成への影響についても考察した。

　小児医療分野では、発生当初、新型コロナウイルス感染症が小児に与える影響が未知であったため、医療体制
を整備するために「国内で患者数が大幅に増えたときに備えた医療提供体制の確保について」（2020（令和2）
年3月6日付け厚労省事務連絡別添）に基づき千葉県小児医療災害ネットワークと小児周産期リエゾンが協働して
ピーク時試算を行う等、千葉県の小児科の医療体制整備に関する医師主体のネットワークが活用された。これに
より関連情報をオンラインで集約し、小児感染患者の受け入れの可否や管理可能な範囲に関する情報が集積さ
れ、リアルタイムに各施設の対応状況を把握することが実現されていた。
　いっぽうで通常診療については小児科の受診率は全診療科の中で最も大きく減少した。子どもに対するマスク
着用・手洗いなどの感染予防行動が徹底されるようになったため、急性熱性疾患を主とする小児一般外来患者が
激減したと考えられる。このことはインフルエンザ報告数がかなり低い水準であることからも示唆された。
現在、定期接種を中心とする予防接種の「接種控え」の生じるリスクが取りざたされており、今後、新型コロナ
ウイルス感染症ワクチン接種が広まる中、予防接種を勧奨する活動も重要な課題であることが考察された。

3-1 千葉県における新型コロナウイルス感染症の概要
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2 . 活 動 の 概 要

●新型コロナウイルス感染症対策
　次世代医療構想センター（以下、「当センター」）は、千葉県庁に全面的に協力し、千葉県新型コロナウイルス感染症対
策連絡会議専門部会へのオブザーバー参加を含めた新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）対策に従事してき
た。このような背景を踏まえ、千葉県の政策医療分野である救急医療分野、周産期医療分野、小児医療分野が新型コロナ
ウイルス感染症によってどのような影響が生じたのかについて検討した。特に診療現場の観点から、COVID-19への対応、
通常診療への影響、医師確保や働き方改革への影響についてそれぞれ考察した。

●千葉県の地域医療構想の現状分析
　千葉県では、病床機能報告制度を活用して医療機能の把握に努めるとともに、医療機能をより適切に把握するために千
葉県地域医療構想調整会議を通じて地域別の調査等に基づく定量的基準を作成しており、課題整理、対応策の検討、地域
連携等の促進に取り組んでいる。全国で実施されている地域の実情に応じた病床機能の適切な把握に関する取り組みや定
量的基準に係る基本的考え方や推計モデルについて整理し、千葉県の取り組みについて評価を試みた。当センターの特長
である公衆衛生学や医療政策学等に基づく科学的観点に基づき、千葉県における地域医療構想に係る機能区分の考え方を
評価することで、地域医療構想調整会議の活性化に貢献する。

●周産期領域、小児領域、救急領域における医療提供の実情の把握
　新生児領域においては、千葉県内の総合・周産期母子医療センターの新生児科医師を対象に個別・集団のヒアリング調
査を行い、定量的な調査結果からは見えにくい診療領域や地域の実態を明らかにすることを目的としている。診療科にお
ける医療提供体制のあるべき姿の実現に寄与することを目的とした調査である。この調査から、新生児科医療の供給側の
課題、需要側の課題、あるべき医療提供体制を検討した。今後、産科、小児科、救急科の領域でも同様の調査を実施する
予定である。

●ICTを活用した医療政策課題への取組み
　これまでの「業務効率化」「連絡・連携」が主な目的だった医療のICT化は、「医療データの活用」という視点から再構
築を迫られている。一方で機微な内容を含む医療情報をサイバーリスクから守り続けるためには、先進的なセキュリティ
技術の実装が必要となる。当センターでは、医療現場におけるセキュアなICTの活用について、大学病院内の臨床現場、
およびICT事業者・専門家の参画を得て研究プロジェクトを企画・推進している。2021年3月現在、「消化器内科におけ
る、ICTを活用した患者参加型臨床研究の推進に関する研究」、「神経内科における、神経免疫疾患のAI診断支援ツール開
発を目的とした予備研究」、「救急部・集中治療科における、重症呼吸不全に対する経皮的膜型心肺を用いた治療に関する
管理システムの正確性評価」の3つが進行している。

●人材育成の取組み
　現状の課題として、千葉県での地域医療構想などの医療政策を進める上で、行政・医療機関・医師会等を含む関係機関
における突っ込んだ議論が必要となる。2019年に引き続き、2020年度では「医療ビッグデータを活用した研究セミナー」
を開催した。開催する目的は「医療における現状変更や課題解決手段として、データによる見える化と関係者の合意形成
が重要であるという観点から、データによる見える化の方法について、レセプトデータ（NDB）の分析を例に学ぶ」であ
る。オンライン開催により敷居が下がったこともあり、全国から延べ1,200名を超える参加者を得、参加者から高い評価を
得た。

●県内市町村との連携
　千葉県市町村国保保健事業の現状に対して以下の課題に対する認識を踏まえたデータ分析および市町村職員を対象とし
た研修事業の支援を行ってきた。千葉県市町村国保保健事業を実施および評価に際しては、「国保保健事業の実施における
県内市町村の地域特性」、「国保保健事業の評価におけるレセプトデータの加工・分析」、「データ分析結果の活用方法」の3
つの課題がある。本事業では、当センターが有する千葉県における医療提供体制に関する知見を基に、市町村が取組むべ
き保健事業を効率的かつ効果的に推進していくため、市町村別の糖尿病性腎症の状況や医療費等状況について分析を行い、
健康課題を見える化し、千葉県内市町村が取組むべき課題を明らかにした。

●2020年度千葉医療構想フォーラムについて
　「2020年度千葉医療構想フォーラム」は225名の事前申込みを得ていたが、COVID-19感染拡大の影響を受け、残念なが
ら延期となった。2021年7月24日（土）に活動報告会をかねた「2021年度千葉医療構想フォーラム」を開催する。

2-4 2020年度の主な活動の紹介
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

3-2 千葉県での当センターの新型コロナウイルス感染症対策に関する活動
日付 活動内容 詳細

2020年4月20日 臨時医療施設設置キックオフMTG 幕張メッセに1,000床の臨時医療施設設置に向けキックオフMTG
タイムライン案、重症度別患者配置案を協議
5月の稼働開始を目標に臨時医療施設班が始動

4月21日 10:00-　事前班会議
15:00-　第1回臨時医療施設班会議

タイムライン案、臨時医療施設位置づけ、予算、関連法令、物品調達、人材確保について
協議

4月23日 10:00-　臨時医療班	幕張メッセ視察
15:00-　第2回臨時医療施設班会議

視察：	診療チーム、設備チームに分かれ視察→ゾーニング、導線の確認
会議：ゾーニング、資機材、診療フロー、人材確保

4月24日 14:00-　千葉県看護協会訪問 会長、専務理事、理事の3名へ概要説明および看護師人材確保方策の相談

4月27日 14:00-　第3回臨時医療施設班会議 タイムライン確認、患者数予測、法令・診療報酬、ゾーニング、診療フロー、設営・資機
材、人材確保、病院名称
資機材の納期を考慮し稼働開始日を繰り下げ

5月1日 14:00-　第4回臨時医療施設班会議 新型コロナウイルス感染症対策の全体像、臨時病院の位置づけ、法令関係の手続き、シナ
リオ別発症患者数予測、会場設営について、採用薬剤のリストについて、患者フロー・診
察手順について、人材確保について協議

5月7日 19:00-　	第1回千葉県新型コロナウイルス
感染症対策連絡会議専門部会

新型コロナウイルスの発生動向、今後の推計について、医療提供体制及び今後のシナリオ
について、臨時病院の今後について、通常医療体制への回復について協議。
次世代医療構想センター　政策情報分析部門の佐藤より、新型コロナウイルスの陽性数と
入院患者数についての推計報告、および川上英良AIセンター教授との共同研究による感
染疫学に基づく陽性者数および入院患者数の将来推計について報告を行った。

5月12日 15:00-　第5回臨時医療施設班会議 第1回千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会開催報告、保健医療機関の
指定について、今後の患者数の予測、会場の設営について、臨時病院でのアビガン使用に
ついて、診療フロー、手順について、人材確保について検討を行った。
発生の状況を鑑み、臨時医療施設事業は一時中断とし、今後は状況に応じて再始動するこ
ととした。

5月28日 今後の議論および取り纏めを見据えて、千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供
体制に関する報告書（案）の作成を開始

9月15日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供体制に関する報告書（案）について、千
葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて協議。

10月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて「第2波以降に備えた医療提
供体制の整備等に関する議論の取りまとめ（案）が了承された。

11月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会の「第2波以降に備えた医療提供
体制の整備等に関する議論の取りまとめが公表された。
https://www.pref.chiba.lg.jp/kenfuku/senmonbukai/torimatome.html

以後の活動については、千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて継続的に議論を実施している。
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	 岩瀬信哉、塙真輔、岡田玲緒奈

　千葉県内の救急科、産婦人科、小児科領域への新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID-19」）による影響
について、次世代医療構想センター（以下、「当センター」）の各診療科の特任教員が中心となり、調査を行い、
ディスカッションを行った内容をまとめた。以下の報告内容は原則として2020年10月31日時点までの状況を反
映していることに留意されたい。
　救急科へのCOVID-19の影響について、9月16日、11月12日に救急科の岩瀬特任助教が当センター内で調査結
果を発表し、当センター内でディスカッションを行った。2019年1月～12月および2020年1月～11月における
千葉市内の救急搬送患者の動向を、ちば消防共同指令センターで収集された情報をもとに解析を行った。
　産婦人科へのCOVID-19の影響について7月29日、9月23日に、産婦人科の塙特任助教が当センター内で調査
結果を発表し、同センター内でディスカッションを行った。調査に際しては、松戸市立総合医療センター、千葉
ろうさい病院、千葉大学医学部附属病院、海浜病院、有秋台医院、さんむ医療センター、千葉メディカルセンタ
ー、青葉病院、君津中央病院、亀田総合病院の状況について、メールにてアンケートへの協力依頼をし、回答を
得られた。回答方式は自由記述としたことから、得られた回答を以下の通りに整理し、COVID-19の千葉県内の
産婦人科への影響を考察した。また2020年12月-2021年1月にかけて爆発的に感染者数が増え、緊急事態宣言が
再発令され、それにともない今後考えられる産婦人科に与える可能性についても言及する。
　小児科へのCOVID-19の影響について、8月12日、9月30日に小児科の岡田特任助教が当センター内で調査結
果を発表し、ディスカッションを行った。2020年12月現在、日本国内におけるCOVID-19感染拡大は第3波を迎
えており、第1波、第2波と比較して医療全体への影響は格段に大きいものとなっている。

3-3 千葉県の診療科領域への新型コロナウイルス感染症の影響

3-3-1 COVID-19の現状とCOVID-19への対応
【救急科について】
　2020年の千葉市内の救急搬送患者数は、前年2019
年に比較し全ての月で減少している。しかしながら、
第1回目の緊急事態宣言（2020年4月7日～5月25日）
が行われ、COVID-19による社会的影響が大きくなっ
た4月以降では、その差が拡大していることが分かる
（図1）。こ の デ ー タ か ら、千 葉 市 内 に お い て
COVID-19が救急搬送患者数に影響したことが伺え
る。

　COVID-19に対応できる医療機関は限られているた
め、新型コロナウイルス感染に伴う救急要請患者の収

千葉市内の救急搬送総件数と域外搬送数図1

容先が決まらず、千葉市内の医療機関だけでは収容し
きれないケースが増えることも予測される。そこで、
千葉市内から市外への搬送（以下、域外搬送）の変化
を検証した。月により多少の差はあるが、2019年お
よび2020年の域外搬送率はともに13-14%程度であ
り、著しい変化はなかった（図1）。そのことから、
当該期間、千葉市内においては、新型コロナウイルス
による搬送への大きな影響はなかったことがわかる。
一方で、2020年末からの感染の急激な拡大（第3波）
に伴い今後は収容先が決まらない事案が増え、域外搬
送率や収容先決定までの交渉回数・救急隊の現場滞在
時間の増加が予測され、これらに関する引き続きの検
証が必要である。

【産婦人科について】
　2020年を通しての千葉県のCOVID-19の産婦人科
に与えた影響を複数の病院の産婦人科医師アンケート
や個人の聞き取りで検討した。産科病棟を有する7の
総合病院の産婦人科医師と1つの産科病床を有する開
業医から回答を得た。
　COVID-19の発見から約1年が経過し、種々の対応
が産婦人科でもなされてきた。日本産婦人科医会より
以下のようなフローが提案され各都道府県の状況に応
じて、対応がなされてきた。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

3-2 千葉県での当センターの新型コロナウイルス感染症対策に関する活動
日付 活動内容 詳細

2020年4月20日 臨時医療施設設置キックオフMTG 幕張メッセに1,000床の臨時医療施設設置に向けキックオフMTG
タイムライン案、重症度別患者配置案を協議
5月の稼働開始を目標に臨時医療施設班が始動

4月21日 10:00-　事前班会議
15:00-　第1回臨時医療施設班会議

タイムライン案、臨時医療施設位置づけ、予算、関連法令、物品調達、人材確保について
協議

4月23日 10:00-　臨時医療班	幕張メッセ視察
15:00-　第2回臨時医療施設班会議

視察：	診療チーム、設備チームに分かれ視察→ゾーニング、導線の確認
会議：ゾーニング、資機材、診療フロー、人材確保

4月24日 14:00-　千葉県看護協会訪問 会長、専務理事、理事の3名へ概要説明および看護師人材確保方策の相談

4月27日 14:00-　第3回臨時医療施設班会議 タイムライン確認、患者数予測、法令・診療報酬、ゾーニング、診療フロー、設営・資機
材、人材確保、病院名称
資機材の納期を考慮し稼働開始日を繰り下げ

5月1日 14:00-　第4回臨時医療施設班会議 新型コロナウイルス感染症対策の全体像、臨時病院の位置づけ、法令関係の手続き、シナ
リオ別発症患者数予測、会場設営について、採用薬剤のリストについて、患者フロー・診
察手順について、人材確保について協議

5月7日 19:00-　	第1回千葉県新型コロナウイルス
感染症対策連絡会議専門部会

新型コロナウイルスの発生動向、今後の推計について、医療提供体制及び今後のシナリオ
について、臨時病院の今後について、通常医療体制への回復について協議。
次世代医療構想センター　政策情報分析部門の佐藤より、新型コロナウイルスの陽性数と
入院患者数についての推計報告、および川上英良AIセンター教授との共同研究による感
染疫学に基づく陽性者数および入院患者数の将来推計について報告を行った。

5月12日 15:00-　第5回臨時医療施設班会議 第1回千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会開催報告、保健医療機関の
指定について、今後の患者数の予測、会場の設営について、臨時病院でのアビガン使用に
ついて、診療フロー、手順について、人材確保について検討を行った。
発生の状況を鑑み、臨時医療施設事業は一時中断とし、今後は状況に応じて再始動するこ
ととした。

5月28日 今後の議論および取り纏めを見据えて、千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供
体制に関する報告書（案）の作成を開始

9月15日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策の医療提供体制に関する報告書（案）について、千
葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて協議。

10月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて「第2波以降に備えた医療提
供体制の整備等に関する議論の取りまとめ（案）が了承された。

11月20日 千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会の「第2波以降に備えた医療提供
体制の整備等に関する議論の取りまとめが公表された。
https://www.pref.chiba.lg.jp/kenfuku/senmonbukai/torimatome.html

以後の活動については、千葉県新型コロナウイルス感染症対策連絡会議専門部会にて継続的に議論を実施している。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

日本産婦人科医会HPより

日本産婦人科医会HPより

日本産婦人科医会HPより

　2020年を通してある程度妊婦のCOVID-19に関す
るデータも集まりつつある。
　なお2020年3月から2020年12月までの千葉県内の
産婦人科でのCOVID-19陽性者数は18名で、帝王切
開になったのは3人である。（全例集計できてない可
能性もあるため参考値として扱われたい）
　左記に示す通り、妊婦の感染者は少なく、希望者は
COVID-19の検査をうけることも可能になった。
　しかしCOVID-19によりこれまで実施されてきた
母親学級や立会分娩なども行うのが困難な状況にな
り、面会はスマートフォンのテレビ通話機能を使用
し、児との初めての対面がスマートフォン越しの画面
であることが増えた。感染対策として密になることを
防ぐために母親学級は動画配信とし、インターネット
環境の整備を図る施設も増えている。

【小児科について】
1.県内小児患者について
　第1波のCOVID-19の感染拡大から、COVID-19に
関して多くの報告がされており、医学的知見も蓄積さ
れている。日本小児科学会が、「小児のコロナウイル
ス感染症2019（COVID-19）に関する医学的知見の
現状」（http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/
index.php?content_id=342）として誌面またはイン
ターネット上で報告された研究内容をもとに情報を纏
めて公開し、適宜アップデートしている。同ページの
「要旨」より、特に重要と考えられるものを以下に抜
粋する。
・	COVID-19患者の中で小児が占める割合は少ない
が、感染の拡大に伴ってその割合が増えてきた。

・	学校や保育所におけるクラスターは起こっている
が、社会全体から見ると多くなく、小児COVID-19
症例の多くは家族からの感染である。

・	小児COVID-19症例は成人例と比べ軽症であり、死
亡例はほとんどない。

・	ほとんどの小児COVID-19症例は経過観察または対
症療法が選択されている。

・	海外の数理モデリング研究や系統的レビューでは、
学校や保育施設の閉鎖は流行阻止効果に乏しい可能
性が指摘されている。

・	教育・保育・療育・医療福祉施設等の閉鎖や大人
（養育者）のストレスが小児の心身に影響を及ぼし
ており、COVID-19流行による周りの環境変化に関
連した健康被害が問題となっている。
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　2021年2月28日現在、千葉県内の10代以下の
COVID-19陽性者数は2964名である（千葉県の公表
データより）。
　図2は、以下で言及する「情報共有シート」のデー
タより抽出した県内の小児入院患者数である。累積患
者数については、調査非参加施設（特に診療所）から
自宅療養になったケースなどは集計されていない。特
に感染者数が急激に上昇している第3波以降について
は参考程度の情報である。軽症例が多いことも反映し
て、12月18日現在までで最大の入院患者数が12人に
留まっている。

千葉県 COVID-19小児入院患者数図2
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2.�千葉県内�第1波におけるピーク時の患者数の予測と
情報収集・共有体制

　COVID-19感染拡大の初期においては、小児医療に
対する当該感染症の影響が未知であった。このため、
医療体制の整備のために、「国内で患者数が大幅に増
えたときに備えた医療提供体制の確保について」
（2020年（令和2）年3月6日付け厚労省事務連絡）に
示される計算式より、千葉県小児医療災害ネットワー
クと小児周産期リエゾンが協働し、以下のピーク時試
算を行っていた。
0-15歳において

①新規外来疑い患者：1377.6人/日

②PCR陽性患者：382.7人/日

③入院を要する中等症者：61.2人/日

④重症者：15.3人/日
（第217回日本小児科学会地方会緊急シンポジウム 千葉県こども病
院 松永綾子医師 資料より）

　このような中で情報収集及び情報共有として、下記
のような千葉県の小児科の医療体制整備に関する医師
主体のネットワークが活用された。
1）	小児重篤患者の診療実態調査を行うデータベース

登録
　2009年新型インフルエンザ	パンデミック時より、
小児重症患者の応需情報共有と連携体制の構築が進
められ、2013年より県内12施設が参加し実動してい
た。
2）千葉県小児医療災害時ネットワーク
　2019年	台風15号による被害をうけ、上記の連携ネ
ットワークの整備がはじまった。これの全国版とも言
える、阪神淡路大震災を受けて各県が設定する災害時
小児周産期リエゾンと協働する形となっている。
　上記2つを併せて、COVID-19対応するための情報
をオンラインで集約し、データベースを構築した。当
該データベースには小児入院機能を有する県内36施
設（図1）について、①小児COVID-19患者の受け入
れの可否②可能な場合、管理可能な範囲（ECMO/人
工呼吸器/酸素投与/軽症・無症状）のデータが集積
され、また週単位で各施設の小児COVID-19患者の
入院数がまとめられている（図3）。実際に、収容先
の選定に難渋する症例が存在し、全県的にリアルタイ
ムに各施設の対応状況を把握するリエゾンが果たした
役割は大きい。
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症例の多くは家族からの感染である。
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亡例はほとんどない。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

最重症高度医療機関（ECMOまで）：3施設
高度医療機関（人工呼吸器まで）：4施設
重点医療機関（中等症まで）：8施設

3.千葉県小児COVID-19患者フロー
　災害時小児周産期リエゾンは、県庁医療調整本部、
保健所と連携し、患者の受け入れ対応を検討してい
る。無症状・軽症者については、自宅療養となる症例
も増加傾向にあり、図4のような対応となっている。

　小児の症例は多くが軽症であり、ホテル療養・自宅
療養で対応が可能である。現在、ホテル療養について

情報共有シート図3

千葉県小児COVID-19無症状・軽症患者フロー（松永綾子医師作成）図4

は以下のようになっている。
高校生以上 ホテル単独入所可
中学生 ホテル単独入所可（個別相談）
小学生 陽性の親との同室入所可
幼児 個別相談、陽性の親との同室入所可

（食事が成人と同等でよければ）

　ホテル療養・自宅療養における問題点として、小児
が成人のように症状を訴えられなかったり、身体所見
を取りづらかったりするといった特殊性があり、小児
の健康状態の確認を保健所が全て行うことは難しいと
考えられる。そのため、小児への対応を強化するため
に、小児科医によるオンラインによる対応ができるよ
うに調整が始まっている。また、他の問題点として、
夜間・休日に状態が悪化した場合、小児のCOVID-19
担当者が医療施設におらず、一部の施設に負担が偏る
可能性がある。
　親が陽性隔離の場合の小児の対応については、基本
的には親族で対応することになっている。行政機関で
も施設を準備しているが、収容可能人数は十分ではな
く、収容可能な対象者は年長児である。親族、行政機
関での対応が困難な場合、児童相談所から直接、ない
しリエゾンが介入して受け入れ可能な病院へ一時保護
委託することで対応することになる（各児童相談所に
つき、ファーストコールの病院は設定されている）。
　現状では中等症以下の患者についても保健所が入
院・転院先を選定することになっている。患者数の増
加に伴い、保健所の業務量が多くなっていることと、
小児科の実情に精通していないため、収容施設の選定
がスムーズにいかないことがあるなどの課題がある。
そのため、開業医と基幹病院（小児科）、基幹病院と
重点医療機関以上の施設間で入院・転院の調整を直接
行い、保健所に事後報告とする形態が迅速な対応につ
ながると考えられる。

3-3-2 一般診療への影響
【救急科について】
1.千葉市内の搬送件数の変化
　2020年4月7日に発出された緊急事態宣言により、
外出自粛や各種イベント自粛などの住民の行動変容が
起きたことは報道されている。それに伴い、外傷や自
損行為といった救急要請に影響を与えことが想定され
るため救急要請種別の件数を検証した。千葉市内のデ
ータにおいて最も顕著な変化は、運動競技による外傷
の救急要請であった。イベント自粛により各種競技の

大会などが中止された影響と思われ、前年に比較し明
らかに減少しており特に4月は2件、5月は0件、6月は
9件、と前年では月40件程度発生していたものが激減
していた（図5-1）。交通事故による救急要請も特に
4、5月で減少していた（図5-2）。一方で、自損行為
による救急要請の増加は、千葉市内では認められなか
った（図5-3）。また、緊急事態宣言が解除された後、
各救急要請の件数が増加した。以上のことから、
COVID-19への対策に伴って、搬送要請のうち、運動
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競技、交通事故、自損事故へ影響したことがわかっ
た。
2.千葉大学医学部附属病院への搬送率の変化

搬送種別の総件数図5

1. 運動競技　2. 交通事故　3. 自損行為

　千葉大学医学附属病院救命救急センターでは、予て
より重症度に関わらず収容困難症例の受け入れを可能
な範囲で行ってきた。そこで、千葉市内における救急
要請事案の千葉大学医学部附属病院への搬送率が、
COVID-19によって変化しているかどうかを検証した
（図6）。

　2019年における千葉大学医学部附属病院への搬送
率は全体で4.7%であった。2020年は7月以降で前年
を上回る受け入れで搬送率は5.5-6.4%となっており、
特に11月はさらに一段増加しており6.4%となってい
る。
　前述のように2020年末からは感染がさらに拡大し
ており重症者も増える中、千葉大学医学部附属病院で
は集中治療室（intensive	care	unit:ICU）でのCOVID	
-19の重症患者の受け入れ病床数をこれまでに
4→6→8床と増床して対応している。しかしその一方
で、看護師などの不足から病床再編を余儀なくされ救
急科として利用可能な一般床は14→5床と激減してし
まった。さらには、2020年1月から新診療棟で運用し
ている救命救急センターに併設された救急集中治療室
（emergency	intensive	care	unit:EICU）も、収容困
難として搬送される患者の入院先にせざるを得ず、本
来想定している緊急性を要し且つ重症である患者の治
療という役割を十分に果たせなくなっている。
　2020年12月以降は感染のさらなる拡大により状況
は悪化していると推測される。千葉大学医学部附属病
院救命救急センターでは、引き続き可能な限り収容困
難症例の受け入れ努力を行っていくが、それも既に限
界を迎えている。2021年1月時点で、収容困難症例の
みならず、本来は救命救急センターで収容しなければ
ならない重症例の収容もできない事態が発生してしま
っている。COVID-19の拡大は、災害対応に相当する
非常事態であり1施設で対応できる事態では既になく

千葉市内救急車の千葉大学医学部附属病院への搬送率図6
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

最重症高度医療機関（ECMOまで）：3施設
高度医療機関（人工呼吸器まで）：4施設
重点医療機関（中等症まで）：8施設

3.千葉県小児COVID-19患者フロー
　災害時小児周産期リエゾンは、県庁医療調整本部、
保健所と連携し、患者の受け入れ対応を検討してい
る。無症状・軽症者については、自宅療養となる症例
も増加傾向にあり、図4のような対応となっている。

　小児の症例は多くが軽症であり、ホテル療養・自宅
療養で対応が可能である。現在、ホテル療養について

情報共有シート図3

千葉県小児COVID-19無症状・軽症患者フロー（松永綾子医師作成）図4

は以下のようになっている。
高校生以上 ホテル単独入所可
中学生 ホテル単独入所可（個別相談）
小学生 陽性の親との同室入所可
幼児 個別相談、陽性の親との同室入所可

（食事が成人と同等でよければ）

　ホテル療養・自宅療養における問題点として、小児
が成人のように症状を訴えられなかったり、身体所見
を取りづらかったりするといった特殊性があり、小児
の健康状態の確認を保健所が全て行うことは難しいと
考えられる。そのため、小児への対応を強化するため
に、小児科医によるオンラインによる対応ができるよ
うに調整が始まっている。また、他の問題点として、
夜間・休日に状態が悪化した場合、小児のCOVID-19
担当者が医療施設におらず、一部の施設に負担が偏る
可能性がある。
　親が陽性隔離の場合の小児の対応については、基本
的には親族で対応することになっている。行政機関で
も施設を準備しているが、収容可能人数は十分ではな
く、収容可能な対象者は年長児である。親族、行政機
関での対応が困難な場合、児童相談所から直接、ない
しリエゾンが介入して受け入れ可能な病院へ一時保護
委託することで対応することになる（各児童相談所に
つき、ファーストコールの病院は設定されている）。
　現状では中等症以下の患者についても保健所が入
院・転院先を選定することになっている。患者数の増
加に伴い、保健所の業務量が多くなっていることと、
小児科の実情に精通していないため、収容施設の選定
がスムーズにいかないことがあるなどの課題がある。
そのため、開業医と基幹病院（小児科）、基幹病院と
重点医療機関以上の施設間で入院・転院の調整を直接
行い、保健所に事後報告とする形態が迅速な対応につ
ながると考えられる。

3-3-2 一般診療への影響
【救急科について】
1.千葉市内の搬送件数の変化
　2020年4月7日に発出された緊急事態宣言により、
外出自粛や各種イベント自粛などの住民の行動変容が
起きたことは報道されている。それに伴い、外傷や自
損行為といった救急要請に影響を与えことが想定され
るため救急要請種別の件数を検証した。千葉市内のデ
ータにおいて最も顕著な変化は、運動競技による外傷
の救急要請であった。イベント自粛により各種競技の

大会などが中止された影響と思われ、前年に比較し明
らかに減少しており特に4月は2件、5月は0件、6月は
9件、と前年では月40件程度発生していたものが激減
していた（図5-1）。交通事故による救急要請も特に
4、5月で減少していた（図5-2）。一方で、自損行為
による救急要請の増加は、千葉市内では認められなか
った（図5-3）。また、緊急事態宣言が解除された後、
各救急要請の件数が増加した。以上のことから、
COVID-19への対策に伴って、搬送要請のうち、運動
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

なっており、市内・県内医療機関の連携なくしては解
決できない問題となっている。発熱などの理由により
収容困難症例となり救命救急センターで収容したもの
のCOVID-19ではなかったり専門的治療の必要性が
なかったりする患者、COVID-19で治療後であるもの
の急性期を脱しリハビリテーションや療養のための入
院が必要な患者などが存在し、COVID-19の感染拡大
に伴って本来の救命救急センターとしての役割が一部
失われている。この救命救急センターの役割を取り戻
すためには、他の医療機関へ迅速に転院することなど
の対応の検討は必要である。

【産婦人科について】
　産婦人科では、患者数の変化について、良性の手術
は一時的に減少し、婦人科検診などの不急の受診が減
少し、通常業務が減少した。第2波が落ち着いた2020
年9月には通常の患者数に戻った。妊婦検診の数の変
化はなかったが母親学級などの多くの妊婦が集まって
行う指導は中止になった。COVID-19への感染が心配
な人は、来院を延期していた。
　病院での密を避ける目的もあり電話処方が複数の病
院で新たに導入された。特に、産婦人科では治療目的
のホルモン製剤を処方している。これらは働く世代に
処方するのが主であるため病院に来院せずに処方を受
けられるのは、ニーズにマッチしており、適切だと考
えられる。
　NICUを有しない産婦人科やCOVID-19の妊婦の
積極対応が困難な医療機関は、婦人科検診の減少や軽
度の症状での受診が控えられたことにより、業務が減
少した。一方でCOVID-19患者を受け入れる医療機
関は、これまでの業務にCOVID-19の対応の分が加
わった。実際にCOVID-19に罹患していなくても、
医療従事者側の不安が強く、発熱しているというだけ
で紹介や搬送依頼となる場合がある。保健所を介する
ため患者自身の負担や発熱した妊婦を診る医療機関の
負担も増加する。発熱した妊婦を診るだけでも、棟の
設営費、ガウン、マスクのコストが上乗せされ、医療
従事者の心理的負担も増している。これらの事実から
COVID-19による周産期医療への影響については施設
によって業務量の不均衡が生じる結果となっている。
たとえ積極的にCOVID-19に対応していないとして
もソーシャルディスタンスの確保、消毒薬やマスクな
どの確保に加え、スタッフの心理的負担や売り上げ減
少にともなう金銭的負担はほぼすべての医療機関が影
響を受けているものと考えられる。
　COVID-19妊婦の出産方法は帝王切開がほとんど

と考えられる。この理由として、経腟分娩は出産まで
の陣痛で助産師や医師が患者の飛沫に多く曝露する可
能性があり、感染のリスクが高いのが一つの要因であ
る。
　しかし帝王切開は陰圧室で行われるためその準備に
時間がかかる。そのため超緊急の帝王切開には対応で
きない可能性がある。このようにCOVID-19妊婦の
対応は産婦人科だけでなく、助産師、麻酔科、手術室
スタッフ、新生児科、感染症科など関わる範囲が広く
対応できる施設がある程度の規模をもつ病院であるこ
とが必須になる。
　千葉県でCOVID-19に対応可能な周産期医療機関
は2020年4月14日の時点で千葉大学医学部附属病
院、順天堂大学医学部附属浦安病院、船橋市立船橋医
療センター、成田赤十字病院、旭中央病院、亀田総合
病院、君津中央病院、帝京大学ちば医療センターであ
る。これらの病院はもともと多くの救急患者を受け入
れているだけでなく、婦人科救急やがん治療で千葉県
の中核を担う医療機関である。COVID-19のクラスタ
ーなどが発生するとその病院自体の機能不全になる可
能性があり、それはその地域の産婦人科の崩壊を意味
する。COVID-19の妊婦においても軽症であれば受け
入れられる病院が一つでも増えることで産科の医療崩
壊を免れる可能性があり、軽症のCOVID-19妊婦で
あれば、受け入れられるよう総合病院の産婦人科は準
備を始めるべきであると考えられる。
　産科医療機関の役割の変化について、COVID-19妊
婦に対応可能かどうかで大きく分かれたように思われ
る。COVID-19対応が難しければ産婦人科の業務は
通常通りだが、妊婦に「発熱」や「COVID-19疑い」
となると対応できないという状況になる。（悪阻であ
っても37.5度の発熱があれば対応できない、陣痛中
の発熱が発生するとCOVID-19も否定できないため
搬送依頼を行うなど）医療機関によっては内科では
COVID-19対応ができるが、妊婦は対応できない状態
が発生していた。
　COVID-19妊婦対応の医療機関は、そのような症例
に対応するため、その分の負荷が増大する。2020年
12月から2021年1月のCOVID-19爆発的増加をみる
と、今後さらにCOVID-19妊婦の対応が増加した際
には周産期母子医療センターへの搬送依頼が増える可
能性がある。
　特に千葉市は人口も多いためCOVID-19に積極的
に対応できる周産期施設として千葉大学医学部附属
病院以外に最低一つは必要であると考えられる。
　候補としては千葉市の周産期医療センターはほかに
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海浜病院があり、COVID-19妊婦の積極的対応が期待
される。2021年1月の時点ではCOVID-19の妊婦の
対応も少しずつ対応を開始しているとのことである。
COVID-19の対応には多くの人員と病院のリソースを
用いるためもともと地域周産期センターとしての機能
をもつ千葉市立病院はその機能をさらに拡充するため
の集約化が必要であると考えられる。千葉市には二つ
市立病院があり、病院統合による人員によりCOVID	
-19妊婦へのさらなる対応が期待される。病院の統合
については、5年後に青葉病院の周産期機能を海浜病
院に集約することが決まっている。青葉病院には周産
期の外来機能は残される予定である。一方で、5年間
は現状のままであるので、公的病院という役割から
も、5年を待たずCOVID-19対策のため推進した方が
よいのではないかという意見もあった。

　図7は2020年3月から8月までの千葉県内のCOVID	
-19妊婦の統計である。さらに2021年1月まででは千
葉県内のCOVID-19の妊婦は計18人で、そのうち
COVID-19が原因で帝王切開になったのは3名であっ
た。2021年1月23日の千葉県の累計感染者数は19,981
人であり（https://www.pref.chiba.lg.jp/shippei/
press/2019/ncov-index.html	2021年1月23日 時
点）、妊婦の割合は0.0009％と少ない。しかし自宅待
機になっている人など全数が把握できていない可能性
もある。実際のCOVID-19の数が今後増えてくるこ
とも問題だが、「COVID-19陽性の疑いがあるため診
察ができない」というところで対応できる機関が通常
業務のほかにCOVID-19ではない発熱患者も見ざる
をえないのが現状の問題となる。そうなれば地域医療
構想としてCOVID-19対応可能な周産期施設に産婦
人科医師を集約するのは妥当であると思われる。しか
し次項に示すように医師の異動は簡単ではない。

千葉市内救急車の千葉大学医学部附属病院への搬送率図7

【小児科について】
　「COVID-19の現状とCOVID-19への対応」の記載
の通り、小児患者は軽症がほとんどであり、保育園や
学校（～15歳）などでのクラスターが問題となるこ
ともなかったため、COVID-19そのものによる影響は
小さかったと言える。むしろ、外来受診者数の減少な
どが問題となり、このことが現在も大きな影響を残し
ている。
①�小児科外来受診者数の減少医科診療所のレセプト
点数の前年同月比

　2019年4月7日に発令された緊急事態宣言下におい
て、受診控えがあったと推測され、医科診療所の診療
科別レセプト点数ベースでは、前年同月比で2020年
5月は53.9%と全診療科のなかで最も大きい下げ幅と
なった。しかし、緊急事態宣言・一斉休校が明けたの
ちも、他科と比較して回復率は伸び悩んだ（図8.2020
（令和2）年11月12日	第133回社会保障審議会医療保
険部会資料より作成）。

　厚生労働省/国立感染症研究所の感染症週報を元に
この原因を推察するに、感染徴候のある子供を登園登
校させない意識が共有され、またマスク着用・手洗い
などの感染予防行動が徹底されるようになったため、
急性熱性疾患を主とする小児一般外来患者が激減し
たと考えられる。代表的な夏風邪の一つであるヘルパ
ンギーナは例年になく感染報告は少ない。また、
COVID-19とインフルエンザの同時流行が懸念されて
いたが、インフルエンザ報告数がかなり低い水準とな
っており、流行に至らない可能性も十分考えられる
（例年の流行のピークは1-2月であり、今後の動向に
注意が必要である）。

医科診療所のレセプト点数の前年同月比図8
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

なっており、市内・県内医療機関の連携なくしては解
決できない問題となっている。発熱などの理由により
収容困難症例となり救命救急センターで収容したもの
のCOVID-19ではなかったり専門的治療の必要性が
なかったりする患者、COVID-19で治療後であるもの
の急性期を脱しリハビリテーションや療養のための入
院が必要な患者などが存在し、COVID-19の感染拡大
に伴って本来の救命救急センターとしての役割が一部
失われている。この救命救急センターの役割を取り戻
すためには、他の医療機関へ迅速に転院することなど
の対応の検討は必要である。

【産婦人科について】
　産婦人科では、患者数の変化について、良性の手術
は一時的に減少し、婦人科検診などの不急の受診が減
少し、通常業務が減少した。第2波が落ち着いた2020
年9月には通常の患者数に戻った。妊婦検診の数の変
化はなかったが母親学級などの多くの妊婦が集まって
行う指導は中止になった。COVID-19への感染が心配
な人は、来院を延期していた。
　病院での密を避ける目的もあり電話処方が複数の病
院で新たに導入された。特に、産婦人科では治療目的
のホルモン製剤を処方している。これらは働く世代に
処方するのが主であるため病院に来院せずに処方を受
けられるのは、ニーズにマッチしており、適切だと考
えられる。
　NICUを有しない産婦人科やCOVID-19の妊婦の
積極対応が困難な医療機関は、婦人科検診の減少や軽
度の症状での受診が控えられたことにより、業務が減
少した。一方でCOVID-19患者を受け入れる医療機
関は、これまでの業務にCOVID-19の対応の分が加
わった。実際にCOVID-19に罹患していなくても、
医療従事者側の不安が強く、発熱しているというだけ
で紹介や搬送依頼となる場合がある。保健所を介する
ため患者自身の負担や発熱した妊婦を診る医療機関の
負担も増加する。発熱した妊婦を診るだけでも、棟の
設営費、ガウン、マスクのコストが上乗せされ、医療
従事者の心理的負担も増している。これらの事実から
COVID-19による周産期医療への影響については施設
によって業務量の不均衡が生じる結果となっている。
たとえ積極的にCOVID-19に対応していないとして
もソーシャルディスタンスの確保、消毒薬やマスクな
どの確保に加え、スタッフの心理的負担や売り上げ減
少にともなう金銭的負担はほぼすべての医療機関が影
響を受けているものと考えられる。
　COVID-19妊婦の出産方法は帝王切開がほとんど

と考えられる。この理由として、経腟分娩は出産まで
の陣痛で助産師や医師が患者の飛沫に多く曝露する可
能性があり、感染のリスクが高いのが一つの要因であ
る。
　しかし帝王切開は陰圧室で行われるためその準備に
時間がかかる。そのため超緊急の帝王切開には対応で
きない可能性がある。このようにCOVID-19妊婦の
対応は産婦人科だけでなく、助産師、麻酔科、手術室
スタッフ、新生児科、感染症科など関わる範囲が広く
対応できる施設がある程度の規模をもつ病院であるこ
とが必須になる。
　千葉県でCOVID-19に対応可能な周産期医療機関
は2020年4月14日の時点で千葉大学医学部附属病
院、順天堂大学医学部附属浦安病院、船橋市立船橋医
療センター、成田赤十字病院、旭中央病院、亀田総合
病院、君津中央病院、帝京大学ちば医療センターであ
る。これらの病院はもともと多くの救急患者を受け入
れているだけでなく、婦人科救急やがん治療で千葉県
の中核を担う医療機関である。COVID-19のクラスタ
ーなどが発生するとその病院自体の機能不全になる可
能性があり、それはその地域の産婦人科の崩壊を意味
する。COVID-19の妊婦においても軽症であれば受け
入れられる病院が一つでも増えることで産科の医療崩
壊を免れる可能性があり、軽症のCOVID-19妊婦で
あれば、受け入れられるよう総合病院の産婦人科は準
備を始めるべきであると考えられる。
　産科医療機関の役割の変化について、COVID-19妊
婦に対応可能かどうかで大きく分かれたように思われ
る。COVID-19対応が難しければ産婦人科の業務は
通常通りだが、妊婦に「発熱」や「COVID-19疑い」
となると対応できないという状況になる。（悪阻であ
っても37.5度の発熱があれば対応できない、陣痛中
の発熱が発生するとCOVID-19も否定できないため
搬送依頼を行うなど）医療機関によっては内科では
COVID-19対応ができるが、妊婦は対応できない状態
が発生していた。
　COVID-19妊婦対応の医療機関は、そのような症例
に対応するため、その分の負荷が増大する。2020年
12月から2021年1月のCOVID-19爆発的増加をみる
と、今後さらにCOVID-19妊婦の対応が増加した際
には周産期母子医療センターへの搬送依頼が増える可
能性がある。
　特に千葉市は人口も多いためCOVID-19に積極的
に対応できる周産期施設として千葉大学医学部附属
病院以外に最低一つは必要であると考えられる。
　候補としては千葉市の周産期医療センターはほかに
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

②「予防接種控え」
　定期接種を中心とする予防接種の「接種控え」の生
じるリスクが取りざたされており、厚生労働省がリー
フレットを公開している。日本小児科医会にあって
も、NPO法人「VPDを知って、子どもを守ろうの
会」調査を元に、実際にワクチン接種率が低下してい
るとし、問題提起する文書が公開されている（https://
www.jpa-web.org/dcms_media/other/いま、全国
で起こっている小児科診療所経営の深刻な状況.pdf）。
　ただし、同データは「予防接種スケジューラー」ア
プリ利用者の登録データをもとに算出された値である
ことに注意が必要である（https://www.know-vpd.
jp/news/20916.php）。厚生労働省による、政令市を
対象とする調査にあっては特に低下はみられないとい
う結果になっている（https://www.mhlw.go.jp/
content/10900000/000664368.pdf）。日本小児科
学会	予防接種・感染症対策委員会においても、神奈
川県川崎市、東京都府中市、新潟県新潟市を対象とし
た調査結果を公開しているが、おおまかに言って乳児
期の接種率は著しい変化はなく、1歳過ぎで接種する
ワクチン、特に年長児で接種されるワクチンの接種率
低下が懸念されている（http://www.jpeds.or.jp/
modules/activity/index.php?content_id=345）。
上記いずれの調査においても、接種数や接種率の低下
のみが示されており、詳細な統計学的検討がなされて

ヘルパンギーナ報告数図9
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（図9-10. 厚生労働省/ 国立感染症研究所 感染症発生動向調査 感
染症週報 第49号より）

インフルエンザ報告数図10
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いないため、評価には慎重を要する。感染拡大が続く
現状で、図11のリーフレットのような啓発活動は重
要と考えられるが、それ以上の対応を要するものでは
ないと考えられる。

厚生労働省リーフレット図11

遅らせないで︕
子どもの予防接種と

新型コロナウイルス対策が気になる
保護者の方へ

乳幼児健診

予防接種や乳幼児健診は、お子さまの健やかな成長のために
一番必要な時期に受けていただくよう、
市区町村からお知らせしています。

特に赤ちゃんの予防接種を遅らせると、免疫がつくのが遅れ、
重い感染症になるリスクが高まります。

お子さまの健康が気になるときだからこそ、
予防接種と乳幼児健診は、

遅らせずに、予定どおり受けましょう。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

令和2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）
「新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた、地域における医療提供体制の強化のための
研究」の概要
研究代表者：吉村健佑、研究分担者：佐藤大介、研究協力者：岡田玲緒奈、櫻庭唱子
研究期間：2020（令和2）年11月20日～2021（令和3）年3月31日

3-4  新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた、地域における医療提供体制
の強化について

Ａ．研究目的
　本研究は、新型コロナウイルス感染症（以下、
「COVID-19」）対応を踏まえた今後の医療提供体制の
構築および医療計画の見直しの検討における基礎資料
とすることを目的として、医療計画５事業と在宅医療
について、具体的には各事業等の役割を担っている基
幹医療機関等（救急医療事業では救急医療機関（救命
救急センターを含む。）、災害医療事業では災害拠点病
院をはじめ災害時に継続して機能する必要のある医療
機関（感染症指定医療機関を含む。）、へき地医療事業
ではへき地に所在する医療機関及びへき地を支援する
へき地医療拠点病院、周産期医療では総合周産期母子
医療センター等、小児医療では小児中核病院、小児地
域医療センター、小児地域支援病院等を対象に、
COVID-19の流行前後での医療機関の施設状況、患者
受入状況、サービス提供状況等の変化を調査し、感染
症にも柔軟に対応できる効果的な事業体制を検討する
（図1）。
　また各事業等の体制をより深化させるため、各事業
等の特徴を踏まえた調査・検討を実施する。

本研究の研究代表者、研究分担者の構成員は、5事業
および在宅医療分野における専門家にて構成されてい
る（表1）。

研究の全体像図1 研究の全体像
・各都道府県で国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療
提供体制の確保を図るために医療計画が策定・推進されている
・今般の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行により、各地域で医療需要が増大する
等、地域の医療提供体制に大きい影響があった。
・本研究では、医療計画に定められる５事業および在宅医療ごとにCOVID-19による影響を調
査・検討することを目的とする。

救急医療

・COVID-19流行時、以下分野で感
染症流行前と比べてどのような変化
があったか。
・感染症流行による変化が及ぼした、
医療提供体制への影響は？

災害医療

へき地医療

周産期医療

小児医療

在宅医療

感
染
症
流
行
時
に
、
５
事
業
及
び
在
宅
医
療
が

ど
の
よ
う
に
提
供
さ
れ
て
い
た
か
に
つ
い
て
、

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
等
に
よ
り
検
討
。

課題 調査・検証 本研究の目標
・
感
染
症
流
行
に
よ
っ
て
生
じ
た
５
事
業

及
び
在
宅
医
療
の
課
題
を
明
ら
か
に
す
る
。

・
感
染
症
の
流
行
を
踏
ま
え
、
５
事
業
及

び
在
宅
医
療
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
体
制

強
化
が
必
要
か
を
提
言
す
る
。

Ｂ．研究方法
　本研究では、研究代表者を中心に、それぞれの担当
分野に関して研究分担者が検討を行い、医療計画にお
ける各事業等の特徴を踏まえ、各分野の研究内容を共
有しながら進める。
1.アンケート調査
　本研究では、全国8,427医療機関を対象に、5事業
および在宅医療分野に関するアンケート調査を実施す
る。調査方式はWeb回答方式と紙媒体の調査票を用
いた郵送方式で行い、調査結果に基づき各分野の分析
結果を基に新型コロナウイルス感染症による医療計画
への影響に関する議論を行う。
　調査にあたっては倫理的配慮のため、研究の目的に
ついて書面にて説明を行い、調査票の返送をもって調
査協力への同意確認を行った。なお、本研究は千葉大
学大学院医学研究院倫理審査委員会の承認（承認日：
2020年11月19日、承認番号：3926）を得て実施す
る。調査概要は次の通り。

〈調査概要〉
調査期間：�2020（令和2）年12月11日～2021（令

和3）年1月28日
調査対象：�5事業、在宅医療に関する医療機関・介

護施設等　8,427施設

名前 所属 役割

吉村健佑 千葉大学医学部附属病院�特任教授 研究代表者

佐藤大介 千葉大学医学部附属病院�特任准教授 全体調整

竹内一郎
横浜市立大学大学院医学研究科
救急医学教室�主任教授

救急医療

藤見聡
大阪急性期・総合医療センター
救急診療科�主任部長

救急医療

阿南英明
神奈川県健康医療局医療危機対策本部室
医療危機対策統括官

災害医療

小谷和彦 自治医科大学地域医療学センター�教授 へき地医療

海野信也 北里大学医学部産婦人科学�教授 周産期医療

平山雅浩
三重大学大学院医学系研究科小児科学�
教授

小児医療

村松圭司 産業医科大学医学部�准教授 在宅医療

本研究の構成メンバー表1
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

②「予防接種控え」
　定期接種を中心とする予防接種の「接種控え」の生
じるリスクが取りざたされており、厚生労働省がリー
フレットを公開している。日本小児科医会にあって
も、NPO法人「VPDを知って、子どもを守ろうの
会」調査を元に、実際にワクチン接種率が低下してい
るとし、問題提起する文書が公開されている（https://
www.jpa-web.org/dcms_media/other/いま、全国
で起こっている小児科診療所経営の深刻な状況.pdf）。
　ただし、同データは「予防接種スケジューラー」ア
プリ利用者の登録データをもとに算出された値である
ことに注意が必要である（https://www.know-vpd.
jp/news/20916.php）。厚生労働省による、政令市を
対象とする調査にあっては特に低下はみられないとい
う結果になっている（https://www.mhlw.go.jp/
content/10900000/000664368.pdf）。日本小児科
学会	予防接種・感染症対策委員会においても、神奈
川県川崎市、東京都府中市、新潟県新潟市を対象とし
た調査結果を公開しているが、おおまかに言って乳児
期の接種率は著しい変化はなく、1歳過ぎで接種する
ワクチン、特に年長児で接種されるワクチンの接種率
低下が懸念されている（http://www.jpeds.or.jp/
modules/activity/index.php?content_id=345）。
上記いずれの調査においても、接種数や接種率の低下
のみが示されており、詳細な統計学的検討がなされて

ヘルパンギーナ報告数図9
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（図9-10. 厚生労働省/ 国立感染症研究所 感染症発生動向調査 感
染症週報 第49号より）

インフルエンザ報告数図10
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いないため、評価には慎重を要する。感染拡大が続く
現状で、図11のリーフレットのような啓発活動は重
要と考えられるが、それ以上の対応を要するものでは
ないと考えられる。

厚生労働省リーフレット図11

遅らせないで︕
子どもの予防接種と

新型コロナウイルス対策が気になる
保護者の方へ

乳幼児健診

予防接種や乳幼児健診は、お子さまの健やかな成長のために
一番必要な時期に受けていただくよう、
市区町村からお知らせしています。

特に赤ちゃんの予防接種を遅らせると、免疫がつくのが遅れ、
重い感染症になるリスクが高まります。

お子さまの健康が気になるときだからこそ、
予防接種と乳幼児健診は、

遅らせずに、予定どおり受けましょう。
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

調査方法：WEB調査、郵送調査

　依頼状・調査票・回答マニュアル・Q&A等を対象
医療機関の長宛へ郵送した。救急、災害、へき地（診
療所以外）、小児、在宅の対象医療機関へはWeb調査
の案内を送付し、へき地診療所へは紙媒体での調査票
を送付する。

2.分析方法
　各分野における調査方法は以下の通りである。
【共通分野】
　本研究は５事業および在宅医療分野に共通する事項
に関する調査票を作成し、以下の方法によりアンケー
ト調査を実施する。
調査方法：Web調査、郵送調査
調査期間：�2020（令和2）年12月11日～2021（令

和3）年1月28日
調査対象：5�事業および在宅医療分野に関する　医

療機関および介護施設等8,427施設
集計方法：�設置主体、指定医療機関、病床規模分類

をもとにしたクロス集計（患者数・手術
数が全て0（未回答）の医療機関は除外）

　設置主体は地域医療構想に関するWGにおける個別
医療機関の2025年に向けた具体的対応方針策定時の
定義に準じ、公立・公的・民間に区分する。施設共通
基本票は、1）事務部門が回答する６分野共通項目と
2）各分野別調査票の事務部門が回答する項目で構成
し、各施設における開設主体、指定医療機関の分類、
標 榜 診 療 科、病 床 規 模 等 の 基 本 情 報 お よ び
COVID-19患者（疑い含む）の受け入れ状況など、主
に事務部門で回答可能な項目とする。

【救急医療】
　COVID-19患者等の救急搬送困難事例が発生した
ことも踏まえ、COVID-19患者等を受け入れることと
している救急医療機関の救急外来での対応について調
査を行い、地域での効率的な受入体制等について検討
する。三次救急医療機関、二次救急医療機関（合計
4,000施設）に対して、COVID-19流行前後における
変化を把握するため、COVID-19流行前の施設状況等
の把握とともに、COVID-19患者等及びその他の救急
患者の受け入れ、救急外来の体制について、搬送方法
（救急車等及びいわゆるwalk-in）により大きく分け
た上で、受入人数に関する現状把握と、救急外来受診
者数および救急搬送数への影響等のアンケート調査を
実施し内容分析を行う。

【災害分野】
　COVID-19の大規模流行下の災害医療提供体制に
ついて、災害拠点病院とその他の役割に関する課題の
抽出と分析、好事例の収集と分析を行い、感染症流行
時の災害医療体制を検討する。
　COVID-19による影響を明らかにするため、DMAT
活動状況、病院内の対策本部（以下、「院内対策本
部」）設置状況、広域災害救急医療情報システム
（Emergency�Medical�Information�System：以下
EMIS）・新型コロナウイルス感染症医療機関等情報
支援システム（Gathering�Medical�Information�
System�on�COVID-19：G-MIS）活用状況、災害拠
点病院における感染症対応を主項目としたWeb調査
を実施する。

【へき地医療】
　へき地医療の体制や実地を専門とする研究者や行政
担当者が合議してアンケート調査票を作成する。調査
票は、診療やへき地医療計画の指標（代診医派遣、医
師派遣、巡回診療等）の実施に関する項目を定め、全
国のへき地医療支援機構（都道府県、42機構）、へき
地医療拠点病院（322施設）、へき地診療所（1031施
設）のそれぞれに悉皆的に行う。また、回答をもとに
各組織に電話によるヒアリング調査を適宜に追加し
て、実情や意見を整理する。

【周産期医療】
　COVID-19患者等の妊産婦を受け入れることとして
いる総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医
療センターについて調査を行い、効率的な受け入れ体
制等について検討する。具体的には次の方法で行う。
１．�周産期医療分野の関係学会・団体（日本産科婦

人科学会、日本周産期新生児医学会、日本新生
児成育医学会、新生児医療連絡会、全国周産期
医療（MFICU）連絡協議会）に対して、本研
究への協力と、調査内容と評価分析を担当する
研究協力者の推薦を依頼。　

２．�学会等から研究協力者の推薦を受け、分担研究
グループを組織。

３．�調査対象を全国の総合周産期母子医療センタ
ー・地域周産期母子医療センターの産婦人科及
び新生児科と設定する。周産期母子医療セン
ターを中心とする地域の周産期医療体制の
COVID-19への対応状況が浮き彫りになる調
査項目を合意の上設定する。調査への回答が
医療現場の過度の負担とならないよう配慮し、
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周産期医療分野基本票及び周産期医療分野別
調査票を作成する。

４．�調査票は、総合周産期母子医療センター108施
設、地域周産期母子医療センター298施設に配
布する。調査結果の集計は、研究分担者が担当
し、総合周産期母子医療センターと地域周産期
母子医療センターそれぞれについて実施し、分
析及び評価を研究分担者及び研究協力者が行
う。分析にあたっては、調査対象の全施設に回
答を求めた施設共通基本票とあわせて集計分
析、評価を行う。

５．�都道府県担当者より紹介頂いた医療機関に
COVID-19流行前後での分娩取り扱い施設で
の感染対策のヒアリングを行う。

６．�今後の医療計画等において周産期領域の感染
症対策を検討する上で重要と考えられる感染妊
産婦に対応するための体制整備に関する検討を
行う。

【小児医療】
　小児（15歳未満）診療病院のCOVID-19への対応
状況を把握し、適切な受入体制等のあり方について検
討することを目的に、小児中核病院206施設、小児地
域医療センター634施設、小児地域支援病院69施設の
合計909施設を調査対象施設としたアンケート調査を
行う。調査内容は、新型コロナウイルス感染の有無に
かかわらず、小児患者の受入の実態とそれに伴って生
じた課題を、小児医療分野基本票と分野別調査票に分
けて調査する。

【在宅医療】
　在宅医療に関する調査を次の３つの方法で行う。
１．アンケート調査
　在宅療養支援病院：1,518件、在宅療養支援診療
所：982件、訪問看護ステーション：494件、居宅
介護支援事業所：496件を対象にWeb回答方式と
紙媒体の調査票を用いた郵送方式で行い、調査結果
に基づき各分野の分析結果を基にCOVID-19によ
る医療計画への影響に関する議論を行う。
２．医療・介護レセプトデータ連結分析
　首都圏の１自治体から匿名化した医療・介護レセ
プトデータの提供を受け実施する。匿名化にあたっ
ては同一人物のレセプトには同じ匿名化後の識別子
が付与されるように加工し、医療・介護レセプトを
連結して分析可能とした。セキュリティを確保する
ため、専用のサーバに格納し管理を行う。

３．ヒアリング調査
　東京都、神奈川県、愛媛県、福岡県に所在する在
宅療養支援診療所及び訪問看護ステーションにオン
ラインで半構造化インタビューを行う。また、特定
警戒都道府県以外の状況も把握するため、愛媛県に
所在する訪問看護ステーションにも同様の半構造化
インタビューを実施する。

　これらの分析方法を通じて分野について得られた知
見を集約し、COVID-19が地域医療に与えた影響や医
療機関の対応を踏まえた医療提供体制に関する検討を
行う。

Ｃ．研究結果
　5事業および在宅医療分野に関する8,427医療機関
への調査の結果、｢基本票_施設共通｣ については、
6,324施設へ発送し､ 2,276施設から回答があった（回
収率36.0%）。その他､ 詳細な回収結果を以下の表に
記す（表2）。

Ｄ．結論
　本研究では、全国8,427の医療機関を対象にアンケ
ート調査を行い、各分野の分析結果を基にCOVID-19
による医療計画への影響を調査した。2021年度は、
COVID-19による医療計画５事業等への影響を解析
し、感染症にも対応可能な医療提供体制の構築に向け
た医療計画の見直しの検討における基礎資料を策定予
定である。

調査票種別 回答数/送付数

基本票_施設共通 2,276/6,324（36.0％）

基本票_救急 1,320/3,766（35.1％）

基本票_周産期 165/410（40.2％）

基本票_小児 335/899（37.3％）

基本票_在宅 887/2,497（35.5％）

基本票_へき地医療拠点病院 120/321（37.4％）

分野別調査票_救急医療 868/3,766（23.0％）

分野別調査票_災害医療 350/919（38.1％）

分野別調査票_へき地医療支援機構 37/45（82.2％）

分野別調査票_へき地診療所（郵送） 607/1,031（58.9％）

分野別調査票_周産期医療 149/410（36.3％）

分野別調査票_小児医療 275/899（30.6％）

分野別調査票_在宅療養支援病院･診療所 554/2,497（22.2％）

分野別調査票_訪問看護ステーション 222/493（45.0％）

分野別調査票_居宅介護支援事業所 175/493（35.5％）

本調査の回収結果表2
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3 . 新 型 コロナウイルス 感 染 症 対 策

調査方法：WEB調査、郵送調査

　依頼状・調査票・回答マニュアル・Q&A等を対象
医療機関の長宛へ郵送した。救急、災害、へき地（診
療所以外）、小児、在宅の対象医療機関へはWeb調査
の案内を送付し、へき地診療所へは紙媒体での調査票
を送付する。

2.分析方法
　各分野における調査方法は以下の通りである。
【共通分野】
　本研究は５事業および在宅医療分野に共通する事項
に関する調査票を作成し、以下の方法によりアンケー
ト調査を実施する。
調査方法：Web調査、郵送調査
調査期間：�2020（令和2）年12月11日～2021（令

和3）年1月28日
調査対象：5�事業および在宅医療分野に関する　医

療機関および介護施設等8,427施設
集計方法：�設置主体、指定医療機関、病床規模分類

をもとにしたクロス集計（患者数・手術
数が全て0（未回答）の医療機関は除外）

　設置主体は地域医療構想に関するWGにおける個別
医療機関の2025年に向けた具体的対応方針策定時の
定義に準じ、公立・公的・民間に区分する。施設共通
基本票は、1）事務部門が回答する６分野共通項目と
2）各分野別調査票の事務部門が回答する項目で構成
し、各施設における開設主体、指定医療機関の分類、
標 榜 診 療 科、病 床 規 模 等 の 基 本 情 報 お よ び
COVID-19患者（疑い含む）の受け入れ状況など、主
に事務部門で回答可能な項目とする。

【救急医療】
　COVID-19患者等の救急搬送困難事例が発生した
ことも踏まえ、COVID-19患者等を受け入れることと
している救急医療機関の救急外来での対応について調
査を行い、地域での効率的な受入体制等について検討
する。三次救急医療機関、二次救急医療機関（合計
4,000施設）に対して、COVID-19流行前後における
変化を把握するため、COVID-19流行前の施設状況等
の把握とともに、COVID-19患者等及びその他の救急
患者の受け入れ、救急外来の体制について、搬送方法
（救急車等及びいわゆるwalk-in）により大きく分け
た上で、受入人数に関する現状把握と、救急外来受診
者数および救急搬送数への影響等のアンケート調査を
実施し内容分析を行う。

【災害分野】
　COVID-19の大規模流行下の災害医療提供体制に
ついて、災害拠点病院とその他の役割に関する課題の
抽出と分析、好事例の収集と分析を行い、感染症流行
時の災害医療体制を検討する。
　COVID-19による影響を明らかにするため、DMAT
活動状況、病院内の対策本部（以下、「院内対策本
部」）設置状況、広域災害救急医療情報システム
（Emergency�Medical�Information�System：以下
EMIS）・新型コロナウイルス感染症医療機関等情報
支援システム（Gathering�Medical�Information�
System�on�COVID-19：G-MIS）活用状況、災害拠
点病院における感染症対応を主項目としたWeb調査
を実施する。

【へき地医療】
　へき地医療の体制や実地を専門とする研究者や行政
担当者が合議してアンケート調査票を作成する。調査
票は、診療やへき地医療計画の指標（代診医派遣、医
師派遣、巡回診療等）の実施に関する項目を定め、全
国のへき地医療支援機構（都道府県、42機構）、へき
地医療拠点病院（322施設）、へき地診療所（1031施
設）のそれぞれに悉皆的に行う。また、回答をもとに
各組織に電話によるヒアリング調査を適宜に追加し
て、実情や意見を整理する。

【周産期医療】
　COVID-19患者等の妊産婦を受け入れることとして
いる総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医
療センターについて調査を行い、効率的な受け入れ体
制等について検討する。具体的には次の方法で行う。
１．�周産期医療分野の関係学会・団体（日本産科婦

人科学会、日本周産期新生児医学会、日本新生
児成育医学会、新生児医療連絡会、全国周産期
医療（MFICU）連絡協議会）に対して、本研
究への協力と、調査内容と評価分析を担当する
研究協力者の推薦を依頼。　

２．�学会等から研究協力者の推薦を受け、分担研究
グループを組織。

３．�調査対象を全国の総合周産期母子医療センタ
ー・地域周産期母子医療センターの産婦人科及
び新生児科と設定する。周産期母子医療セン
ターを中心とする地域の周産期医療体制の
COVID-19への対応状況が浮き彫りになる調
査項目を合意の上設定する。調査への回答が
医療現場の過度の負担とならないよう配慮し、

24




